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[ 図3] optimal development method and device for a resist

formed on a half-inch sized wafer. Provided are a
development method and device for a resist formed
on a wafer with a size for fabricating semiconductor
devices with an extremely small number o f units, the
development method comprising: a first step for
dripping developer onto a wafer for which rotation
i s at rest, until the thickness o f developer i s maxim
ized; a second step for developing the wafer while
rotating the wafer; a third step for bringing the rota
tion o f the wafer t o rest and supplying developer i n
approximately half the developer amount in the first
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(57) 要 約 ： ハ ー フイ ン チ サ イ ズ の ウ ェハ
上 に 形 成 され た レジ ス 卜の 最 適 な 現 像 方
法 お よ び 装 置 。 極 小 単 位 数 の 半 導 体 デ〇 バ イ ス を作 製 す る ゥ ヱハ サ イ ズ の ウ ェハ
上 に 形 成 さ れ た レ ジ ス 卜の 現 像 方 法 で
あ っ て 、 回 転 を 静 止 され た ゥ ヱハ 上 に 、
現 像 液 厚 み が 最 大 と な る ま で 現 像 液 を滴
下 す る 第 1 ス テ ッ プ 、 ウ ェハ を 回 転 させ
な が ら現 像 す る 第 2 ス テ ッ プ 、 ウ ェハ の

回転 を静 止 して 第 1 ス テ ッ プで の 現 像 液 量 の 約 半 分 の 現 像 液 を ウ ェハ 上 に供 給 す る第 3 ス テ ツ プ、 ウ ェハ
を 回転 させ な が ら、 第 2 ス テ ッ プ よ り長 い現 像 時 間 で 現 像 す る第 4 ス テ ッ プか らな る現 像 方 法 お よび そ の



明 細 書

発明の名称 ：ス ピン現像方法および装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、極めて小さな面積 を有するウェハ上に形成 された レジス 卜を現

像するス ピン現像方法および装置に関する。

背景技術

[0002] 近年、半導体デバイスの製造 ライ ンは、広大なク リー ンル ー ム 内に、同種

機能の処理装置を纏めたペイと呼ばれるュニ ッ 卜を複数備え、そのべィ間を

搬送 ロボ ッ 卜やベル トコンベアで接続するジ ョブシ ョップ方式を採用 した レ

ィァゥ 卜が主流になっている。

また、そのような製造ラインで処理 されるワークに、 1 2 インチなどの大

口径のウェハが使用され、 1 枚のウェハか ら数千個の半導体チ ップが製造さ

れる生産システムとされている。

[0003] ところがこのジ ョプシ ョップ方式では、複数の似たような処理工程 を繰 り

返す場合には、ペイ内での搬送やべィ間での搬送距離が大幅に伸びるととも

に、待機時間も増加するため、製造時間が増大 し、仕掛品の増大を招 くなど

コス トアップの要因とな り、 ワークを大量処理する製造ラインと しては、生

産性の低 さが問題 となる場合が生 じる。

そこで、従来のジ ョプシ ョップ方式の製造ラインに代え、半導体処理装置

を処理工程順 に配置 したフロ一シ ョップ方式による製造ラインも提案されて

いる。

[0004] —方、 このようなフローシ ョップ方式による製造ラインは、単一の製品を

大量に製造する場合には最適であるが、製造品を変えることで製造手順 （レ

シ ピ）を変えなければな らない場合には、製造 ライ ンで の各半導体処理装置

の配置をワークの処理 フロー順 に並べ替えることが必要 となる。 しか しなが

ら、製品が変わるたびにそのような並べ替えを行 うのは、再配置のための手

間と時間を考慮すると、現実的ではない。特 に、 ク リー ンル ー ム という閉鎖



空間内に巨大な半導体処理装置が固定配置 されている現状では、 その半導体

処理装置 をその都度再配置することは、現実的には不可能である。

[0005] また、 これ までの半導体製造システムでは、製造 コス トを極小 とするため

のファクタ一 と して同時生産性 （単位時間あた りの生産量）を最重要視 して

きたため、 ワークサイズ （シ リコンウェハサイズ）の大 口径化ゃ製造単位数

( 1 つの製品に対するオーダ一数）の増大が優先 され、 メガファプとも言 う

べ き、 巨大化 した製造システムが指向されて きた。

このような巨大な製造システムでは、 プロセス数 も数百を越 え、 それに比

例 してべィ数や装置数 も大幅 に増大 して きている。

このため製造 ライン全体 と してのスループッ 卜は向上 して きたものの、 こ

のようなメガファプを構築するには数千億 円もの設備投資が必要 とされ、総

投資額が巨額化 している。

また、 このように製造システムが巨大化するに伴 い、装置制御が複雑化 し

て、搬送系での搬送時間や待ち時間が飛躍的に増大 しているため、生産 ライ

ン内で滞留する仕掛か りウェハ数 もそれに応 じて飛躍的に増加 している。 こ

こで使用される大 口径のゥェハの単価 は非常に高いので、仕掛か り枚数が増

大するとコス ト上昇 を招 くこととなる。

このような ことな どか ら、設備投資 を含めた 卜一タルでの生産性 は、現在

よ り小 口径のウェハ を用いた比較的中規模の製造 ラインと比べて、現状では

、 もはや減少する方向に転 じていると言われている。

[0006] —方、エ ンジニアサ ンプルやュ ビキタスセ ンサ一用な ど、製造単位数が数

個〜数百個 というような超少量の半導体 を製造するニーズも存在する。

このような巨大な製造システムでなければこの超少量生産 はコス 卜パ フ才

— マ ン ス をさほど犠牲 にすることな く行 うことが可能であるが、 このような

巨大な製造システムでは、 この超少量生産 を製造 ラインに流すにはコス 卜パ

フ 才 一 マ ンスが極端 に悪 くなることか ら、 これ と同時に、他の品種 を該製造

ラインに流 さざるを得ないこととなる。

しか しなが ら、 そのように多品種 を同時に投入 して混流生産 をするとなる



と、製造 ライ ンの生産性 は品種数 の増大 とともに一層低下することとなるの

で、結局の ところ、 このような巨大な製造 システムでは、超 少量生産 でかつ

多品種生産 に適切 に対応することがで きない。

[0007] そ こで、 0 . 5 イ ンチサイズの ウェハ に 1 個 のデバ イスを作成 することを

基本 と し、 そのため に製造工程 を複数 の可搬性 の単位処理装置で構成 して、

それ ら単位処理装置 をフローシ ョップゃジ ョプシ ョップに再配置することを

容易 にすることで、超 少量生産 でかつ多品種生産 に適切 に対応することがで

きるようにするミニマル ファプシステムが本 出願人 よ り提案 されている。 （

特願 2 0 1 0 — 1 9 5 9 9 6 号）

—方、デバ イス製造工程 での ウェハの現像方式 も種 々、提案 されている。

(非特許文献 1 )

先行技術文献

非特許文献

[0008] 非特許文献 1 ： 「厚膜 レジス 卜における現像方法の違 いによる解像性 の検討」

扇子義 久外 電子情報通信学会論文誌 V0L. J86-C No. 1 January 2003 p50

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] 非特許文献 1 に記載 の現像方法 （デ ィップ現像方法、 ステ ツプ パ ドル現

像方法、振動現像方法、逆 さ現像方法）の うち、パ ター ン解像性 に優れたス

テ ツプ ' パ ドル法 （以下、 S P 法、 とい う。） を用いて、実際 に 4 イ ンチ径

の ウェハ上 に形成 された厚 さ 1 m の レジス 卜の現像 を行 った。

ウェハ を 1 0 0 r p m で回転 させなが ら 5 秒 間現像液 を供給 し、 2 0 秒 間

の静止現像 を行 い、 この作業 を 3 回繰 り返 した。使用 され る現像液量 は合計

9 0 m し 現像時間は合計 6 0 秒 とな つた。

このように、従来法では厚 さ 1 m の レジス 卜を現像 するに要する時間は

、 6 0 ~ 3 0 0 秒 とされてお り、比較 的現像時間の短 い上記 した S P 法でも

6 0 秒 を要するように、現像効率 に優れているわ けではない。 また、使用す



る現像液量は、ウェハ全体を浸漬 しなければならない程度の現像液量となる

など、現像液の使用効率においても高 くない。

[001 0] 非特許文献 1 によれば、 S P 法では、ウェハを 1 0 0 r p m で回転 しなが

ら 5 秒間現像液を供給 し、 2 9 5 秒間静止現像を行い、 この作業を 3 回繰 り

返す現像方法が採用されており、比較的現像時間が長い。また、 この非特許

文献 1 では、上記 した各現像方法における現像特性の評価を、現像時間が 1

5 分として行われている。 この評価によれば、 S P 法が現像コン トラス トに

優れているとされているが、 1 5 分の現像時間は、効率的な現像時間とは言

いがたい。

このように、 これ ら現像方法は、上記 したハーフインチサイズのようなき

わめて小さいワーク上の レジス 卜の現像方式としては、現像効率や解像性の

点でまだ、十分ではない。

[001 1] 本発明は、上記 した実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、上

記 したミニマルファプシステム等に使用することのできる、ハ一フィンチサ

ィズのようなきわめて小さいワーク上の レジス 卜の現像方式として、現像効

率が良 く省資源で解像度が高い、最適な現像方式を提供することである。

課題を解決するための手段

[001 2 ] 上記目的を達成するために、本発明は、極小単位数の半導体デバイスを作

製するウェハサイズのウェハ上に形成された レジス 卜の現像方法であつて、

停止 しているゥェハ上に現像液をこぼれる量を下回る量だけ滴下 し、その後

ウェハを回転させて現像液の厚みがほぼ最大となるまで現像液を滴下するか

、または、回転 しているウェハ上に現像液の厚みがほぼ最大となるまで現像

液を滴下する第 1 ステップ、ウェハを回転させながら現像する第 2 ステップ

からなるスピン現像方法。 とした。

さらに、極小単位数の半導体デバイスを作製するウェハサイズのウェハ上

に形成された レジス 卜の現像方法であって、停止 しているウェハ上に現像液

をこぼれる量を下回る量だけ滴下 し、その後ウェハを回転させて現像液を厚

みがほぼ最大となるまで現像液を滴下するか、または、回転 しているウェハ



上 に現像液の厚みがほぼ最大 となるまで現像液 を滴下する第 1 ステ ツプ、 ゥ

ェハ を回転 させなが ら現像する第 2 ステ ップか らなるス ピン現像方法 と した

さ らに、前記 ウェハサイズを 0 . 5 イ ンチ径 と し、前記第 1 ステ ップでの

滴下現像液量 を 0 . 4 m I 程度 と し、前記第 3 ステ ツプでの滴下現像液量 を

0 . 2 m I 程度 と し、現像液滴下時のウェハ上での現像液の接触角 を 1 3 5

~ 4 6 度程度 と しても良い。

[001 3] また、本発明は、極小単位数の半導体デバイスを作製するウェハサイズの

ゥェハ上 に形成 された レジス 卜の現像装置であ つて、

ウェハ を所定速度で回転 させる回転部 と、 ウェハ上 に所定量の現像液 を滴

下することので きる現像液供給部 と、前記回転部の回転 を制御する回転制御

部 と、停止 しているゥェハ上 に現像液 をこぼれる量 を下回る量だけ滴下 し、

その後 ウェハ を回転 させて現像液の厚みがほぼ最大 となるまで現像液 を滴下

するか、 または、回転 しているウェハ上 に現像液の厚みがほぼ最大 となるま

で現像液 を滴下する現像液供給制御部 と、 を有するス ピン現像装置 と した。

また、前記現像液供給部 は、 ウェハ表面 と前記現像液供給部の現像液供給

口との距離 を、前記現像液供給 口と前記 ウェハ表面 との間に連続的な液滴ボ

ールが形成 される距離 に保持する供給 口高さ制御機構 を備 えることを特徴 と

するス ピン現像装置 と した。

[0014] ここで、極小単位数 とは、極小単位の半導体デバイス、実施の形態例 と し

ては 0 . 5 イ ンチサイズのウェハか ら 1 c m 2 の 1 個 の半導体デバイスを作

製するもの とするが、作成 されるデバイスの大 きさにもよるが、 1 個 に限定

されることな く、 1 枚のウェハか ら作成可能な限 りにおいて該極小単位数 を

2 個以上 と しても良い。

発明の効果

[001 5] このように構成 された本発明によれば、極小単位数の半導体デバイスを作

製するウェハサイズのウェハ上 に形成 された レジス 卜の現像方法および装置

と して、最適な現像方法および装置 を提供することがで きる。 よ り具体的に



は、現像特性の向上と共に、現像液量の低減化と現像時間の短縮化が図られ

ることにより、現像液供給からレジス 卜現像、 レジス 卜乾燥までの全現像ェ

程におけるスループッ 卜の生産効率 と品質を向上させることができる。

図面の簡単な説明

[001 6] [ 図 1] 本発明の実施の形態例に係る現像装置フロー図。

[ 図2] 本発明の実施の形態例に係る現像方法のフロー図。

[ 図3] 図 2 の現像フローに対応させた現像状態説明図。

[ 図4 ] ゥェハ上に供給される現像液量の説明図。

[ 図5] 本発明のウェハ上で現像液の接触角とゥェハ回転速度 との関係の説明図

[ 図6] 本発明のウェハ上への現像液量の説明図。

[ 図7]従来のパ ドル現像法での現像液供給状態の説明図。

[ 図8]従来の大口径ウェハでのパ ドル現像法 S P 現像法のフロー図。

発明を実施するための形態

[001 7 ] 以下、本発明の実施の形態例を、図面を参照 して説明する。

まず、本発明に使用される現像装置を図 1 に示す。 0 . 5 インチサイズの

ウェハ 2 は、真空チャックが備えられたワークテ一プル 1 上に載置される。

ワークテ一プル 1 は、 4 から空気が吸引され、図示 しない駆動部材により矢

印 5 方向に回転されるので、載置されたウェハ 2 を、その上に固定 し、回転

することができる。ワークテ一プル 1 の回転中心の真上には、現像液 6 をゥ

ェハ 2 上に供給するための供給 ノズル （現像液供給部） 3 や、 リンスをゥェ

ハ 2 上に供給するための供給 ノズル （図示せず）等が選択的に配置されるよ

うに構成されている。そのうち、現像液を供給する供給 ノズル 3 の供給口 （

現像液供給口）は、内径 2 m m に形成されており、ウェハ 2 から該供給口ま

での距離 S が 5 m m になるように設けられる。また、ワークテ一プル 1 の回

転を制御 したり、供給 ノズルからの供給量を制御 したりする制御部 （図示せ

ず）が設けられている。

[001 8 ] 本発明の実施の形態では、ウェハ上に形成される感光性 レジス 卜として、



ジァゾナフ トキノン （D N Q ) ノポラックポジ型 レジス 卜 （ί 線 レジス 卜）

を用いた。

レジス 卜の塗布 プロセスは、 H M D S : 9 0 °C 1 0 秒、 その後、 ス ピンコ一

卜4 0 0 0 r p m 3 0 秒、 その後、 プ レベ一ク 9 0 °C 6 0 秒 によ り、 レジス

卜膜厚 は 6 0 0 ~ 7 0 0 n m を得た。

露光は、 ί 線 L E D 光源 を用いて ドーズ量 2 5 0 m J / c m 2、 P . E . B :

0 0 °C 6 0 秒 で行 った。

現像液 は、含水 T M A H (テ 卜ラメチル アンモニゥ厶ハイ ド口オキサイ ド

) 、利用濃度 2 . 3 8 % を用いた。

環境温度 は、 2 1 °C ± 1 °C である。

本発明の現像方法 を、図 2 および図 3 を用いて説明する。

図示 しない搬送装置 によ り、 0 . 5 イ ンチサイズのウェハ 2 が、 ワークテ

—プル 1 上 に搬送 されると、互いの回転 中心 をァライメン 卜されて、真空チ

ャックによ りワークテ一プル 1 上 に固定される。

< 第 1 ステ ップ>

図 3 ( 1) に示すように、現像液供給 ノズル 3 の供給 口を待機位置か らヮ一ク

テ一プル 1 の回転 中心の真上の距離 S を 5 m m に して配置する。 （1 )

ここで、 ワークテ一プル 1 の回転速度が 3 0 0 r p m とされると、供給 ノ

ズル 3 か らウェハ上 に現像液 6 を 0 . 4 m l 供給 する。 この現像液量は、回

転 しているウェハ 2 上の現像液の厚みがほぼ最大 となる液量である。 あるい

は、停止 しているウェハ上 に現像液 をこぼれる量 を下回る量だけ滴下 し、 そ

の後 ウェハ を回転 させて現像液量 を滴下するように してもよい。つまり、回

転状態のウェハ 2 上 に載置可能な最大液量 にほぼ相 当するような現像液 を供

給する。 (2)

この際、図 3 に示すように、供給 ノズル 3 の供給 口とウェハ 2 の表面 との

間に連続的な液滴ボール P が表面張力によ り形成 されるような距離 S (具体

的には、 5 m m ) に保持する。

< 第 2 ステ ップ>



その回転速度のまま、 1 5 秒 間の現像 を行 う （1 回 目のス ピン現像）。 （3)

この現像の際、供給 口を一旦退避 させても良いが、現像液供給時における

距離 S に保持 したままでも良いので、退避 させない場合 には、供給 ノズル 3

の位置制御が省略で きる。なお、退避 させる場合は、供給 ノズル 3 をウェハ

2 に対 し一旦持ち上 げるように退避 させることが必要である。

< 第 3 ステ ップ>

次 に、 その回転速度のまま、供給 ノズル 3 か らウェハ 2 上 に現像液 6 を 0

. m I 供給 する。供給 ノズル 3 を、現像液供給位置か ら退避 させる。具体

的には、供給 口を供給位置か ら一旦上方 に持ち上 げてか ら、待機位置 に戻す

。 （4)

< 第 4 ステ ップ>

次 に、 その回転速度のまま、 2 0 秒 間の現像 を行 う （2 回 目のス ピン現像

) 。 （5)

以上の第 1 ステ ツプ〜第 4 ステ ツプによ り現像 を終 了させる。

次 に、 リンス供給 ノズル 7 を回転 中心 に配置するとともに、 ウェハの回転

速度 を 8 0 0 r p m に上昇 させて リンス液 8 (純水） 1 m I を供給 し、 2 秒

間の リンスを行 う。 これによ り、現像 を完全 に停止させるとともに、残滓 レ

ジス 卜を除去する。< 第 5 ステ ップ>(6)

次 に、回転 を 4 5 0 0 r p m に上昇 させ、 1 5 秒 間の乾燥 を行い、 これに

よ り現像の全工程 を終 了する。< 第 6 ステ ップ> (7)

最後 に、 ワークテ一プル 1 の回転 を停止 し、 ウェハ を取 り出す。 （8)

上記の現像方法 を実施するために、本発明の実施の形態では、 ゥヱハ 2 を

所定速度で回転 させる回転部 と、 ウェハ 2 上 に所定量の現像液 を滴下するこ

とので供給 ノズル 3 と、前記回転部の回転 を制御する回転制御部 と、停止 し

ているウェハ 2 上 に現像液 をこぼれる量 を下回る量だけ滴下 し、 その後 ゥェ

ハ を回転 させて現像液 を厚みがほぼ最大 となるまで現像液 を滴下するか、 ま

たは、回転 しているゥェハ上 に現像液の厚みがほぼ最大 となるまで現像液 を

滴下する現像液供給制御部 とを有 している。



そ して、前記供給 ノズル 3 は、 ウェハ 2 表面 と現像液供給 口との距離 を、

現像液供給 口とゥェハ表面 との間に連続的な液滴ボール p が形成 される距離

に保持する供給 口高さ制御機構 （図示せず）を備 えている。

[0021 ] 次 に、上記の実施の形態 と対比 した現像方法 とその評価結果 について、説

明する。

本発明の実施の形態では、上記 したように、 2 回のス ピン現像 と 2 回の現

像液供給 を行 った。 卜一タルの現像時間は 3 5 秒である。

これに対 し、対比例 1 ：[ 1 回のス ピン現像 現像液の入れ替えな し、現像

時間 3 8 4 0 秒 ] 、 および対比例 2 ：[ 回の静止現像 現像液の入れ替え

な し （つまり、普通のパ ドル現像法）、現像時間 4 5 秒 ] によつて現像 された

現像パ ター ンとの対比評価 を行 った。

対比例 1 および 2 とも、 レジス 卜線の L & S 幅 3 m で、 レジス 卜残が見

られた。 また、十字マーク現像パ ター ンにおいても、マーク幅 2 m および

5 m のいずれも、 レジス 卜残が見 られた。

[0022] 本発明のス ピン現像 を行 う上で、非常に重要な要点の一つは、次の ことで

ある。現像液の滴下の際、供給 ノズルの先端がウェハの比較的上方 にある場

合、滴下された液滴が重力で加速 して、 ウェハ に当た った際の液の運動エネ

ルギ一が大 きく、 ゥェハの表面張力で現像液 をゥェハ上 に保持で きな くな り

、 ウェハか ら液が こぼれて しまうことである。零れる分だけ現像液 を厶ダに

消費 して しまう。 これを防 ぐには、本発明の ごとく、 ノズル先端 を限 りな く

ウェハ に近づけるように、 ノズル高さを制御する機構 を備 え、かつそのよう

にノズル をウェハ に実際に近づけて滴下を行 うことが重要である。 このよう

にノズル を近接 して現像液 を滴下すると、結果 と してで きるウェハ上の現像

液の液滴ボール P (図 3 (2) ) は、 ノズル と接触 していることになる。

そうすると次 に重要な ことは、 この ノズル を現像 中に待機位置 まで待避す

る場合 には、 ウェハ面内と水平 にノズル を待避すると、液滴が引 きず られて

、液がウェハか ら零れて しまうことになる。 それを防 ぐために、 ノズルはま

ず、垂直に引 き上 げなければな らない。 その後、待機位置 まで待避する動作



を行う。

なお、上記 したように、ノズルは現像中に必ず しも待避する必要はなく、

現像中に液滴に触れたままでもよい。その場合、ノズルは液滴に触れた状態

で現像することになる。このように、液滴にノズルが触れることはスピン現

像の一つの特徴である。

[0023] 次に、現在行われている4 ~ 8 インチサイズのウェハを、普通のパ ドル現

像法 （1 回の静止現像、現像液の入れ替えな し）あるいは、 S P法 （2 回の

静止現像、現像液の入れ替えあり）により現像 した場合を、本実施の形態例

と比較するために、図 8 に示す。

図 8 により明らかなように、現像時間についてみると、普通のパ ドル現像

法は3 0 0 秒、 S P法は 6 0 ~ 7 0 秒であり、いずれも本実施の形態例の現

像時間 （3 5 ~ 4 5 秒）よりも長い。 リンス時間については、これらの現像

法によるものが 6 0 ~ 1 8 0 秒を要するに対 し、本実施の形態例のものは、

上記 したように2 秒にすぎない。なお、乾燥時間については、これら現像法

によるものと本実施の形態例によるものとは、ほぼ同様 （1 5 秒）であった

。 したがって、現像工程全体で見ると、大口径ウェハを従来現像法で現像す

る場合は、 2 . 5 分〜 8 分であるのに対 し、 0 . 5 インチウェハを本実施の

形態例で現像する場合は、 1分以内ということになる。 しかも、上記 したよ

うに、その現像特性は、本実施の形態例によるもののほうが、優れている。

また、現像に要 した現像液量は、 4 インチウェハの現像の場合、 9 0 m l

であったのに対 し、上記 したように本発明による0 . 5 インチウェハの現像

では0 . 6 m l である。 0 . 5 インチ径と4 インチ径とでは面積比 1 : 6 4

であるが、使用現像液量は 1 ：1 5 0 であるから、本発明のスピン現像方法

は、 S P法の 1 . 5 % まで現像液使用量を減少させることができる。

[0024] 小口径ウェハの場合には、大口径ウェハよりも、面積が小さい分、単位時

間当たりのチップ生産量 （スループット）は下がることになる。 しか し、小

口径ウェハ用の製造装置やそのファク トリ一システムは、その小口径の分だ

け装置価格と工場設備投資額も下がることになる。従って、原理的には設備



投資額 をウェハの面積で割 った、設備投資額 / ウェハ面積、すなわち、投資生

産性 は、 ウェハの径 にはあまり依存 しないことになるのである。 その意味で

、小 口径 ウェハで利点の大 きな本発明が、大 口径 ウェハ による生産方法 よ り

劣 っているわけではな く、かつ、本発明によ り、現像液 を非常に節約で きる

ことか ら、総 じて、従来法 よ りも有利な現像方法であると言 うことがで きる

このように本実施の形態例の現像時間が短 く、 しかも現像液量が少な くて

済むその要因について、以下、考察する。

[現像液量 と、回転速度 について]

図 4 の右図に示す 4 イ ンチサイズのウェハ に保持 される現像液 は、左図に

対比 して示す 0 . 5 イ ンチサイズへの現像液の保持量 とは、単位面積あた り

の現像液保持量が小さ くなる。 これは、 0 ， 5 イ ンチサイズのウェハ上の場

合は、現像液の滴下時に液滴が分裂 しないように供給すると、 ウェハ表面全

体か ら現像液の表面張力によ り盛 り上がるように保持 される。 これに対 し、

4 ィ ンチサイズのように表面積が広がると、 ゥェハ上 に供給 された現像液 は

、 その表面張力によ り取 り敢えずは塊 とな って しまう。 そのまま放置すると

、 ウェハ表面 に徐 々に広が ってい くものの、全体 に広がるまでには数十秒か

か って しまう。 その間、最初 に現像液が供給 された部位 は現像が進むので、

中心部 と周縁部 とでは現像 レ一 卜に差が生 じて しまう。 したが って、 このよ

うな表面積の広いウェハの場合は、図 6 に記載するように、 ウェハ 2 を回転

させなが ら現像液 を供給 しなければな らない。 このため、現像液 6 は、 ゥェ

ハ表面か ら薄 く拡散 され、 ウェハ周縁部 2 ' か ら飛散 し、結果 と して 0 . 5

ィ ンチサイズのもの と比較 して単位面積あた りの現像液保持量は小さ くなる

実際、 この 4 イ ンチウェハの場合、 ウェハの回転速度 1 0 0 r p m で回転

させると、全面 に広がるまで数秒間を要 し、 しかも使用される現像液量は 3

0 m I 以上 となる。単位面積あた りの現像液保持量は、 0 . 4 I / m m 2

である。



[0026] これ に対 し、 0 . 5 イ ンチ ウェハの場合 には、 図 3 (2) 、 （4) に示すように

、現像液 の滴下時 に液滴 が分裂 しないように供給 すると、 その表面張力 によ

り、現像液 はウェハ表面全体か ら高 さ （現像液厚み） h を保持するように盛

り上がる （図 5 実線部）。 ここで、 ウェハ 自体 を 3 0 0 r p m で回転 させ

なが ら現像液 を供給 すると、 図 4 に示すように、 その現像液 は遠心力 をうけ

、外方 に広が ろうとするので、 ウェハ表面 との接触角 e は大 き くな つてゆ く

。 そ して、 この接触角が最大 になる時点 （図 5 破線部） を越 えると、 この

遠心力が現像液 の表面張力 よ り大 き くな り、現像液 は遠心力 によ り外方 に飛

散 して しまう。実際、 この最大接触角 （ max) は、本実施例 の場合、 1 4 6

° であ った。

ゥェハ上の現像液 が この最大接触角の近傍 になるまで、現像液量 （現像液

厚み） とウェハ回転速度 とを制御 することによ り、 図 5 および 6 に示すよう

に、最小接触角 （ mi n) での現像液高 さ h で供給 され るよ りも、現像液高 さ

h ' は低 下するものの、多 くの現像液量 をウェハ上 に保持 させ ることが可能

となる。実際、 この接触角 を 1 3 5 ° ~ 1 4 6 ° 、望 ま しくは 1 4 6 ° 近傍

まで保持するように回転速度 および現像液供給量 （現像液厚み） を制御 する

と、 ウェハ回転時 におけるウェハ上の現像液量 は最大 とな り、単位面積 あた

りの現像液保持量 は、 4 l m m 2とな った。 これは、 4 イ ンチ ウェハの場

合 よ りもほぼ 1 桁 多 くの単位面積 あた りの現像液量 となる。 この現像液量が

多いほ ど、現像液 中に溶 け出 した レジス 卜による現像液 の濃度変化が少な く

なるので、現像条件のマージ ンが広 く取れ、有利である。現像 む らを発生 さ

せ る リスクは小 さ くなる。

[0027] この ように、本実施 の形態例 では、現像液 6 が ウェハ上 に表面張力 を形成

して供給 され るように、現像液供給 ノズル 3 とウェハ 2 との距離 を 5 m m程

度 の間隙 に保持 し、 0 . 4 m I の少量の現像液 を滴下 している。 （図 3 (2)

、 (4) )

これ以上の距離 では、滴下時 に液滴 が分裂 するので、 ウェハ上への最大液

量の供給 が難 しくなるか らである。



しかも、従来のパ ドル現像法とは異なり、ウェハを回転 しながら現像液を

供給することで、現像液を多量にしかもゥェ \表面に早く供給することがで

き、現像液を効率的に有効活用することもできる。このことは、本実施の形

態例における、現像効率の高さや再現性の高さが確保できる要因となってい

る。

[0028] [ 2 回のパ ドル現像と、現像液量について]

上記のように供給された現像液は、時間の経過にともなつて現像液とゥェ

ハとの濡れ性が良くなるにつれて、ウェハの回転に伴って次第にウェハ上か

ら飛散されてゆく。また、現像の進行と共に現像液とレジス 卜表面の境界に

発生したN2ガスも、ウェハの回転と共にウェハ外周に運ばれることとなるの

で、現像が早く進展 し、 1回目の現像液のリアクションレ一 卜は、急激に低

下することとなる。

実際、回転速度を 1 0 0 r p m、 2 0 0 r p m、 3 0 0 r p mと変化させ

て、現像されたテス トパターンを比較検査すると、低速の場合には、より長

い現像時間が必要であることが判明した。

したがって、 1回目のパ ドル現像は、より早いタイミングで現像液の入れ

替えを必要とされることとなる。 したがって、 1回目の現像時間< 2 回目の

現像時間としている。

また、 2 回目の現像液量は、 1回目のほぼ半分に設定している。これは、

1回目の現像にともない、レジス 卜表面の濡れ性が向上 しているので、 1回

目のような多くの現像液量を必要とせず、また、実際、 1回目のような現像

液量の供給は不能になっている。

したがって、本実施の形態例では、 2 回目のパ ドル現像の現像液量は、 1

回目のそれよりも少なくできるので、現像剤の使用効率に優れている。

[0029] 以上のように、本発明は、極めて小さなサイズのウェハのレジス 卜現像方

法として、現像効率や解像度再現性等の点で、極めて優れた作用効果を発揮

するものである。

なお、回転速度、現像液量 （現像液厚み）および接触角については、ゥェ



ハない しは レジス 卜の濡れ性や現像液の粘性、 レジス 卜膜厚等 によって、上

記 した実施の形態例 と相違が生 じる場合があるが、上記 した本件発明におけ

る技術思想の範囲内で変更することが可能である。

符号の説明

ワークテ一プル

2 、 2 ' ウェハ

3 現像液供給 ノズル

6 、 6 ' 現像液

h 、 h ' 現像液高さ

Θ 接触角



請求の範囲

[ 請求項 1] 極 小単位数の半導体デバイスを作製するゥェハサイズのウェハ上 に

形成 された レジス 卜の現像方法であ って、停止 しているウェハ上 に現

像液 をこぼれる量 を下回る量だけ滴下 し、 その後 ウェハ を回転 させて

現像液の厚みがほぼ最大 となるまで現像液 を滴下するか、 または、回

転 しているゥェハ上 に現像液の厚みがほぼ最大 となるまで現像液 を滴

下する第 1 ステ ップ、 ウェハ を回転 させなが ら現像する第 2 ステ ップ

か らなるス ピン現像方法。

[ 請求項2] 極 小単位数の半導体デバイスを作製するウェハサイズのウェハ上 に

形成 された レジス 卜の現像方法であ って、停止 しているウェハ上 に現

像液 をこぼれる量 を下回る量だけ滴下 し、 その後 ウェハ を回転 させて

現像液 を厚みがほぼ最大 となるまで現像液 を滴下するか、 または、回

転 しているゥェハ上 に現像液の厚みがほぼ最大 となるまで現像液 を滴

下する第 1 ステ ップ、 ウェハ を回転 させなが ら現像する第 2 ステ ップ

、第 1 ステ ップと同一の回転速度で回転 されているウェハ に第 1 ステ

ップでの現像液量の約半分の現像液 を滴下する第 3 ステ ツプ、 ウェハ

を回転 させなが ら、第 2 ステ ツプょ り長い現像時間で現像する第 4 ス

テ ップか らなるス ピン現像方法。

[ 請求項3] 前請求項 1 において、前記 ウェハサイズを 0 . 5 イ ンチ径 と し、前

記第 1 ステ ツプでの滴下現像液量 を 0 . 4 m I 程度 と し、前記第 3 ス

テ ツプでの滴下現像液量 を 0 . 2 m I 程度 と し、現像液滴下時の前記

ウェハ上での現像液の接触角 を 1 3 5 ~ 1 4 6 度程度 とすることを特

徴 とする請求項 2 記載のス ピン現像方法。

[ 請求項 4 ] ウェハ を所定速度で回転 させる回転部 と、 ウェハ上 に所定量の現像

液 を滴下することので きる現像液供給部 と、前記回転部の回転 を制御

する回転制御部 と、停止 しているゥェハ上 に現像液 をこぼれる量 を下

回る量だけ滴下 し、 その後 ゥ I ハ を回転 させて現像液 を厚みがほぼ最

大 となるまで現像液 を滴下するか、 または、回転 しているウェハ上 に



現像液の厚みがほぼ最大 となるまで現像液 を滴下する現像液供給制御

部 と、 とを有するス ピン現像装置。

[ 請求項 5 ] 前記現像液供給部 は、 ゥェハ表面 と前記現像液供給部の現像液供給

口との距離 を、前記現像液供給 口と前記 ウェハ表面 との間に連続的な

液滴ボールが形成 される距離 に保持する供給 口高さ制御機構 を備 える

ことを特徴 とする請求項 4 記載のス ピン現像装置。
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